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Ⅲ 平成１８年度農林水産予算要求の重点事項

． 、 、１ 食料自給率の向上に向け 新基本計画の工程管理をしっかりと進め
スピード感あふれる農政改革を実行

〔１８年度要求・要望額（１７年度予算額 〕）

（１）食料の供給・消費システムの改革推進
○ 望ましい食生活の実現に向けた食育・消費拡大の推進（P12～13）

関係府省と連携しつつ 「食事バランスガイド」の普及・活用等を拡充する、
とともに、食育推進活動と一体的に米、野菜等の消費拡大対策を推進

【・にっぽん食育推進事業：４８（６）億円】

○ 科学に基づくリスク管理などによる食の安全と消費者の信頼の確保
（P14～21）

科学的・統一的な有害化学物質の実態調査や、動植物の防疫体制等の強化を
実施

【・有害化学物質リスク管理基礎調査事業： ２．４（０）億円】
【・リスク管理型研究： ６（４）億円】
【・食の安全・安心確保交付金： ３１（２７）億円の内数】
【・総合的病害虫管理（ＩＰＭ）推進事業： １．８（１．６）億円】
【・ユビキタス食の安全・安心システム確立事業：１９（１９）億円】

○ 輸出拡大目標の達成に向けた施策の推進（P22～25）

意欲的な輸出拡大目標を掲げて戦略的に取り組む者に対する重点支援、展示・
商談会の開催や日本食・日本産食材を普及

【・輸出促進予算：１３．３（６．６）億円】

○ 農産物の生産から流通にわたるフードシステムの改革（P26～29）

国産原材料調達の円滑化等による食農連携の促進を図るとともに、鉄道運送
の活用や商物分離取引などコスト縮減に向けた先進的な取組を支援
また、直売施設の整備支援や地産地消推進計画の策定を原則として「強い農

業づくり交付金」の交付要件とすることなどにより地産地消を一層推進
【・食料産業クラスター推進事業： ６（５）億円】
【・フードシステム改革成果重視事業： ３．５（０）億円】
【・強い農業づくり交付金： ５６６（４７０）億円の内数 】）

（２）担い手の育成・確保をはじめとする農業構造改革の推進
○ 品目横断的経営安定対策の構築に向けた取組（P30～31）

品目横断的経営安定対策の迅速かつ円滑な導入に向け、新対策の啓発、交付
システムの構築を進めるとともに、対象者の認定事務等を開始

【・品目横断的政策の普及啓発及び体制整備：５．４（０．７）億円】
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○ 集落営農の組織化など担い手の育成・確保施策の推進（P32～38）

集落リーダーの活動の推進や集落営農の発展段階に応じた支援、基盤整備等
を通じて集落営農の組織化・法人化を加速化
また、認定農業者をはじめとした意欲と能力のある担い手の育成・確保のた

めの様々な支援を実施するとともに、ニート、フリーターの新規就農を促進
【・集落営農育成・確保緊急支援事業： ２０（０）億円】
【・強い農業づくり交付金： ５６６（４７０）億円の内数 】）
【・集落営農緊急育成サポートツール開発事業：０．７（０）億円】
【・農林漁業金融公庫出資金： ９（０）億円】
【・集落営農育成緊急整備事業（公共 ： １０（０）億円】）

○ 担い手に対する農地の利用集積の促進（P39）

改正農業経営基盤強化促進法等による農地の有効利用の促進に向けた取組へ
の支援を行うとともに、農地取引の活性化等による利用集積を推進

【・強い農業づくり交付金： ５６６（４７０）億円の内数 】）
【・農地利用調整等円滑化総合支援事業： １．１（０．８）億円】
【・農地保有合理化総合支援事業： １００（０）億円】
【・担い手農地情報活用集積促進事業：１４．２（１３．５）億円】

○ 革新的な未来農業技術を核とした生産性の向上（P40～50）

技術による精密農業や低コスト植物工場など、未来農業構築の核となる革IT
新的技術の応用・普及を推進
また、新産業の創出を支えるバイオテクノロジー等の先端技術を活用した新

技術開発を加速化
さらに、自給飼料に立脚した資源循環型畜産への転換を推進

【・超革新技術成果重視事業： ５（０）億円】
【・強い農業づくり交付金： ５６６（４７０）億円の内数】
【・広域的、先進性・モデル性の高い取組への直接支援：

６０（５２）億円】
【・粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発：９（０）億円】
【・食品の高機能化及び安全・信頼確保のための

評価・管理・最適化技術の開発：１６（９）億円】
【・アグリバイオ実用化・産業化研究： ２８（１０）億円】

○ 食料供給力確保に向けた農業生産基盤整備の推進（P56～58）

基盤整備を契機とした担い手の育成・確保、農地の利用集積の促進や、特色
ある産地づくりなど地域の多様な農業戦略の実現に向けた取組を推進するとと
もに、水利施設の保全管理を充実
また、安全で災害に強い農業・農村づくりに向け、農地等の災害を未然に防

止するハード整備に加え、減災のためのソフト対策を一体的・重点的に実施
【・集落営農育成緊急整備事業（公共 ： １０（０）億円】）
【・元気な地域づくり交付金 ：５３８（４６６）億円の内数】
【・農業水利施設保全対策事業（公共 ：１２（３．６）億円】）
【・ため池等農地災害危機管理対策事業（公共 ：）

２４６（１７６）億円の内数】
【・農地の防災機能増進事業（公共 ： １（０）億円】）
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○ 米政策改革関連施策の着実な推進（P59～60）

需要に応じた売れる米づくり、農業者等による自主的な需給調整を進め、担

い手の育成・確保を図りながら、地域の特色ある水田農業の展開を推進

【・産地づくり対策：１，７０６（１，６８４）億円】

【・稲作所得基盤確保対策： ５３８（５３８）億円】

【・担い手経営安定対策： １１５（１１５）億円】

【・集荷円滑化対策： １００（７５）億円】

（３）地域資源を生かした農村の活性化
○ 農地・農業用水等の資源保全施策及び農業生産環境施策の確立（P61）

農地・水・農村環境の保全向上施策の構築に向けた取組を実施するとともに、

環境負荷低減効果の調査、分析と支援業務の準備を実施

【・農地・水・農村環境保全向上活動支援実験事業（公共 ：１１（０）億円】）

【・農地・水・農村環境保全向上手法確立調査（公共 ： １．５（０）億円】）

【・新たな農業生産環境施策確立調査事業： ０．５（０．３）億円】

○ バイオマスの利活用による自然循環機能の維持・増進（P62）

バイオマス利活用の国民理解の醸成、広域的なバイオマスの利活用システム

の構築に対する支援、施設整備に係る技術的支援の強化等により、バイオマス・

ニッポン総合戦略を強力に推進

【・バイオマスの環づくり交付金： １６０（１４４）億円】

【・広域連携等バイオマス利活用推進事業： １．５（０）億円】

【・バイオマスタウン形成促進支援調査事業：２．０（０）億円】

○ 都市と農山漁村の共生・対流の促進と農村経済の活性化（P63～67）

団塊の世代などの都市住民の交流と定住の促進 「立ち上がる農山漁村」への、

支援、都市農業の振興等により、都市と農山漁村の共生・対流を一層推進

【・グリーン・ツーリズム総合推進対策：１．７（０）億円】

【・元気な地域づくり交付金：５３８（４６６）億円の内数】

【・ 創造的森林づくり推進事業： ０．４（０) 億円】NPO
【・強い水産業づくり交付金：１７２（１５２）億円の内数】

【・ 立ち上がる農山漁村」推進事業： ０．４（０）億円】「

○ 中山間地域等直接支払制度の確実な実施（P68～69）

中山間地域等直接支払制度について、多面的機能の維持・増進を図るため、

自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備に向けた前向きな取組等を引き

続き推進

【・中山間地域等直接支払交付金：２２２（２２２）億円】
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２．京都議定書の目標達成に向けた森林吸収源対策の着実かつ総合的な

推進

○ 安定財源の確保も含めた森林の整備・保全の推進（P70～72）

間伐の着実な推進、針広混交林化・広葉樹林化の促進など健全な森林の整備

や、森林整備法人等による多様な森林整備を実施するとともに、企業・都市住

民等の参加と連携による森林整備・保全を推進

また、無花粉スギ苗木供給の加速化等による花粉症対策を推進

【・森林づくり交付金： ４６（４４）億円の内数】

【・広葉樹林化等の促進（公共 ： １，０４１（８５３）億円の内数】）

【・里山エリア再生交付金（公共 ： ７０（０）億円】）

【・奥地保安林保全緊急対策の推進（公共 ：２５（２０）億円の内数】）

「 」 （ ）○ 林業・山村の再生と 緑の雇用 に引き続く担い手の確保・育成 P73～76

低コストで安定的な木材供給を実現する新生産システムの確立や、都市との

交流や地域資源の活用による山村への定住促進モデルを構築するとともに、緑

の雇用担い手育成対策事業の後継対策を推進

【・新生産システム関連事業： ２０（０）億円】

【・山村力誘発モデル事業： ９（０）億円】

【・ 緑の雇用」対策による担い手の確保・育成：７３（７０）億円】「

○ 違法伐採対策及び木材・木質バイオマス利用の推進（P77）

木材の合法性を証明するための業界団体による自主的な取組の検証等の違法

伐採対策を推進

また、木質バイオマスの総合的な利活用の推進を行うとともに、地域材の海

外販路拡大に向けた市場調査、ＰＲ等を実施

【・違法伐採総合対策推進事業： ２（０）億円】

【・強い林業・木材産業づくり交付金：９９（７８）億円の内数】

【・地域材の海外販路拡大の推進： ０．３（０）億円】

○ 安全で災害に強い国土づくりの推進（P78）

山地災害危険地域における治山施設の重点整備、災害により森林の機能が低

下した流域における民国一体となった治山対策を推進

【・特定流域総合治山事業（公共 ： １６（０）億円】）

【・総合的な流木災害防止対策（公共 ：８４４（７０２）億円の内数】）
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３．構造改革の推進を通じた我が国水産業・漁村の再生

○ 国際化に対応した我が国水産業の構造改革

（漁業改革 （P79～81））

燃油価格高騰の下でも継続可能な漁業経営の確立を図るとともに、ノリ養

殖業の体質強化、漁業協同組合の体質強化、漁業への新規就業の促進、漁業

共済への加入促進等を実施

【・省エネルギー技術導入漁船普及促進事業：１４（０）億円】

【・省エネルギー操業促進支援事業： ５（０）億円】

【・資源管理推進支援事業： ２（０）億円】

【・ノリ養殖業構造調整・競争力強化対策： ８（０）億円

強い水産業づくり交付金： １７２（１５２）億円の内数】

【・認定漁協資金融通円滑化事業： １．６（０）億円】

【・新規就業者確保・育成支援事業： ４（０）億円】

【・漁業共済基盤強化事業： １８（０）億円】

（加工流通改革 （P82～83））

加工流通対策の強化、水産物の輸出促進、安全で安心な水産物の供給のた

めの施策を推進

【・調整保管事業資金造成費： １８（１７）億円】

【・国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業：３（２）億円】

○ 水産資源の適切な保存・管理とつくり育てる漁業の推進（P84～85）

水産資源調査の推進、資源管理の推進、豊かな海の再生とつくり育てる漁

業の推進、内水面漁業の振興のための施策を実施

【・我が国周辺水域資源調査推進事業：２０（０）億円】

【・全国藻場資源調査等推進事業： ５（０）億円】

○ 漁港・漁場・漁村の総合的整備等による水産業・漁村の活性化（P86～88）

多面的機能の発揮の支援や、災害に強い漁業地域づくり、都市と共生・対

流する活力ある漁村の再生のための施策を実施

【・環境保全機能等維持活動支援調査・実験事業：１（０）億円】

【・離島漁業再生支援交付金： １７（１７）億円】

【・災害に強い漁業地域づくり（公共・非公共 ：）

５１３（４４７）億円の内数】

【・漁村再生交付金（公共 ： ５０（３０）億円】）


